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資料２ 



：東京湾北部地震（Ｍ７．３） 主な対象地震 

背景 

Ｍ7.3の東京湾北部地震の震度分布 

首都直下地震対策大綱（平成17年9月）    

政府の活動体制 

設置場所の優先順位 

①官邸 ②中央合同庁舎５号館  

③防衛省 ④立川広域防災基地 

緊急災害現地対策本部の設置 

首都中枢機能継続性確保のための活動 

・職員及びその家族の安否確認、直ちに要員の参集 

・首都中枢機能継続のための体制を整え、業務継続計画に基づき活動
を的確に実行 

・首都中枢機関の機能継続のため、情報を収集・分析して支援策を検討
の上、必要な措置を実施 

主な応急対策活動 

○救助・救急・医療・消火活動 
  （警察庁、防衛省、消防庁、海上保安庁、厚生労働省、文部科学省） 

○食料、飲料水等の調達 
  （厚生労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消防庁、防衛省、海上保安庁） 

○緊急輸送のための交通の確保・ 
  緊急輸送活動 
  （警察庁、国土交通省、海上保安庁、水産庁、防衛省、消防庁） 

＜関係都県に対する広域的応援＞ 

・主要な物資を中心とした調
整体制の整備 

・緊急度、重要度に応じた調
達活動 

＜交通の確保＞ 

・道路交通規制 

・道路の応急復旧 

・航路障害物の除去 

＜緊急輸送活動＞ 

・自動車運送事業者等に対する緊
急輸送の要請 

・船舶、航空機を用いた緊急輸送 

・東京湾臨海部基幹的広域防災拠
点（東扇島地区）における緊急輸
送活動の支援 

 

・救助・救急活動の実施及び要員の
派遣 

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・救護
班の派遣、広域医療搬送 

・非被災道府県に対する消防応援の
要請 

※「有明の丘」が使用不能時の設置
場所は東京都庁 

緊急災害対策本部の設置 

首都中枢機関 

緊急災害対策本部、現地対策本部 

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点
施設（有明の丘地区） 

・政府の広域的活動の手続き、内容等を具
体化した活動要領の策定 

・被害想定に基づき、あらかじめ地域ごとの
派遣内容や必要量等を計画 

有明の丘地区（約13.2ha） 

現地対策本部設置場所 

各省庁等の役割を明記 

首都直下地震応急対策活動要領の概要 平成18年4月中央防災会議決定 

（平成22年１月修正） 

1 



○被害想定等をもとに、あらかじめ地域ごとの部隊派遣 

  内容、物資調達内容、部隊や物資の緊急輸送ルート等 

  を計画 
 

○地震発生後、被災状況等の情報がない段階から、直ちに 

 計画に基づき部隊派遣や医療活動、物資調達を開始 
 

○救助、医療等の応急対策の緊急実施。被害状況等の情報に 

 応じ活動内容を修正 

 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画① 

 

  

 

 

         

 

［被害想定の概要］ 

（冬18時、風速15m/sのケース） 

全壊・焼失棟数 約８５万棟 

死者数 約１万１千人 

重傷者数 約３万７千人 

避難所生活者数 
約４６０万人 

（約１日後） 

［活動のイメージ図］ 

被害想定をもとにした被害程度、
物資不足量をもとに、派遣部隊
数等をあらかじめ計画 

救助部隊     ○隊 

医療      ○チーム 

物資○○     ○トン 

平成２０年１２月 中央防災会議幹事会申し合わせ 
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※応援部隊の派遣数は最大値 

全般支援 55,400人 

（派遣場所を予め特定しない部隊） 

応援部隊の派遣 

  神奈川県へ 
警察庁   730人 
消防庁  1,080人 
防衛省  8,200人 
 合計 10,010人 

  東京都へ 
警察庁 16,820人 
消防庁  8,680人 
防衛省 16,400人 
 合計 41,890人 

  埼玉県へ 
警察庁  530人 
消防庁 1,410人 
防衛省 4,200人 
 合計 6,130人 

  千葉県へ 
警察庁 1,440人 
消防庁   860人 
防衛省 1,500人 
 合計 3,800人 

派遣規模（合計） 
117,240人 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画② 
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物資調達 

  神奈川県へ      
食料     約1,690万食 
毛布     約16.6万枚 

  東京都へ       
食料     約3,180万食 
調製粉乳     約6.6t 
毛布       約3.7万枚 
おむつ    約38.7万枚 
仮設トイレ 約1,110基 

   埼玉県へ       
飲料水       約3,200t 
食料      約1,030万食 
調整粉乳       約1.2t 
毛布      約17.9万枚 
おむつ     約22.5万枚 

※物資調達量は発災後１週間分 

  茨城県へ       
食料      約40万食 
調製粉乳   約0.1t 

  千葉県へ       
飲料水    約13,300t 
食料     約1,570万食 
調整粉乳      約5.3t 
毛布      約55.9万枚 
おむつ    約56.7万枚 
仮設トイレ 約1,740基 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画③ 
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災害拠点病院等に集まってくると
想定される範囲 

広域医療搬送のイメージ図 

～固定翼輸送機や大型回転翼機を使用した広域医療搬送活動～ 

外 

被災地 

内 

内 被災地内広域搬送拠点 

災害拠点病院等 

（太線：国のオペレーション） 

 患者搬送の流れ 
（太線：国のオペレーション） 

医師搬送の流れ 

参 ＤＭＡＴ等参集拠点 

参 

参 

参 

外 被災地外広域搬送拠点 

外 

外 

内 

内 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画④ 
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海上自衛隊下総基地 

有明の丘基幹的広域防災拠点 立川駐屯地 

航空自衛隊入間基地 

羽田空港 海上自衛隊厚木基地 

搬送目標患者数 

423人 

新千歳空港
仙台空港 小松飛行場   

大阪国際空港 
美保飛行場  
高松空港    
福岡空港 ＤＭＡＴ派遣数            

180チーム                   

相馬原駐屯地                  
松本空港               
浜松基地      
大阪国際空港         
神戸空港 

等                 

仙台空港    
松島基地 

北宇都宮駐屯地    

   ：被災地内広域搬送拠点 

青字：医療チーム参集拠点 

赤字：被災地外広域搬送拠点 

広域医療搬送 

※発災後８～７２時間の間に搬送 

広域医療搬送は、関係都県内では対応が
困難な重傷者でありかつ、広域後方医療
施設へ搬送して治療することにより、救命
が可能と判断される患者を対象とする。 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画⑤ 
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「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画⑥ 

 

一般国道 

自動車専用道路 

凡 例 

高速自動車道路 

進出拠点 

物資拠点 

県道・市道 

基幹的広域防災拠点 

緊急輸送ルート 
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東京都中心部の 

緊急輸送ルート 

広域物資拠点 

「首都直下地震応急対策活動要領」に基づく具体的な活動内容に係る計画⑦ 

東京都区部の広域物資拠点 

 ＡＡ 築地市場 

 ＡＢ 大田市場 

 ＡＣ 板橋市場 

 ＡＤ 世田谷市場 

 ＡＥ 北足立市場 

 ＡＧ 葛西市場 

※このほか多摩地区に２カ所 
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